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帝人グループ 2020 年度奴隷労働と人身取引に関するステートメント 

（参考訳） 

 

このステートメントは、2015 年に英国で施行された現代奴隷法第 54 条に基づい

てなされたものであり、奴隷労働と人身取引が帝人グループの事業及びサプラ

イチェーンで行われていないことを確実にするために、2020 年 4 月 1 日から

2021 年 3 月 31 日までの事業年度（以下「2020 年度」といいます。）に帝人グル

ープが実施した取組をその対象としております。 

 

帝人グループは、当グループの、またはサプライチェーンのいかなる活動も、他

の人々が人権を享受することを妨げるものであってはならないと認識していま

す。帝人グループは、奴隷労働と人身取引が現代における世界的な人権問題であ

ることもまた認識しています。帝人グループは、奴隷労働と人身取引が当グルー

プの事業のいかなる部分においても、また当グループのいかなるサプライチェ

ーンにおいても行われていないことを確実にするための活動を継続して実施し

ていきます。 

 

 

1. 帝人グループの事業及び組織の構造について 

 

帝人グループは、1918 年に日本初のレーヨンメーカーを設立したことから始ま

りました。当グループは現在、高機能繊維、樹脂、複合成形材料、繊維・製品、

ヘルスケア、そして IT など幅広く事業を展開しています。グループ会社数は、

国内 55 社、海外 117 社の合計 172 社です（2021 年 3 月 31 日現在）。グループ社

員数は、国内 9,552 人、海外 11,507 人の合計 21,059 人です（2021 年 3 月 31 日

現在）。当グループの 2020 年度の売上高は 8,365 億円で、その 41.41％が海外で

の売上高です。 

 

帝人グループ及び当グループの事業の詳細については、以下のリンクから帝人

のウェブサイトをご覧ください。 

https://www.teijin.co.jp/ 

 

2. 奴隷労働と人身取引に関する帝人グループの方針 

 

https://www.teijin.co.jp/
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帝人グループは、以下の方針等において、当グループが、当グループの事業のい

かなる部分においても、また当グループのいかなるサプライチェーンにおいて

も、奴隷労働と人身取引を防止していくことを表明しています。 

 

帝人グループ企業理念 

 

帝人グループの企業理念は、“クォリティ・オブ・ライフの向上に努めます”、“社

会と共に成長します”、“社員と共に成長します”です。当グループはこの企業理

念に基づいて事業を行っています。当グループの CSR（Corporate Social 

Responsibility：企業の社会的責任）の原点もこの企業理念にあります。当グルー

プは企業理念に根ざした CSR 活動を推進しています。 

 

帝人グループ行動規範 

 

帝人グループは、当グループの企業理念を実現するための行動のよりどころと

なる「帝人グループ行動規範」を制定しています。 

 

「帝人グループ行動規範」は、“私たち、帝人グループおよびその役員・社員は、

すべてのステークホルダーのクォリティ・オブ・ライフの向上を目指し、良心に

従って行動します。”と表明し、“私たちは、法令・規則を遵守し、人権および地

域コミュニティを尊重して、誠実に行動します。”と定めています。 

 

帝人グループは、「帝人グループ行動規範」をより深く理解し実践するため「私

たちの実践ポイント」を項目ごとに策定し、グループ内で周知活動をしています。 

 

「帝人グループ行動規範」及び「私たちの実践ポイント」の詳細については、以

下のリンクから帝人のウェブサイトをご覧ください。 

https://www.teijin.co.jp/about/philosophy/ 

 

帝人グループ人権方針 

 

帝人グループは、企業理念の実現に不可欠な、“すべての人間の尊厳と権利を尊

重する”という私たちの基本姿勢として、人権方針を制定しています。 

 

「帝人グループ人権方針」は、“私たちは『人権の尊重は企業として果たすべき

重要な社会的責任』であるとの認識の下、事業活動のすべてにおいて、あらゆる

https://www.teijin.co.jp/about/philosophy/
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人権侵害に直接的に関与しないだけでなく、社外の関係者を通して間接的にも

加担しないよう努めます。”と表明しています。さらに、当グループは、この人

権方針において「社外の関係者」は、サプライヤーやパートナーなど、当グルー

プの事業に関係する社外の組織・人のすべてを含むことを明記しております。 

 

帝人グループは「帝人グループ人権方針」において、「国際人権章典」（「世界人

権宣言」「市民的及び政治的権利に関する国際規約」「経済的、社会的及び文化的

権利に関する国際規約」）及び「労働における基本的原則及び権利に関する国際

労働機関（ILO）宣言」に記されている原則に従うこと、並びに「国連のビジネ

スと人権に関する指導原則」及び「国連グローバル・コンパクト」の 10 原則を

尊重することを表明しています。帝人株式会社は、国連グルーバル・コンパクト

に 2011 年 3 月から参加しています。 

 

また「帝人グループ人権方針」は、“私たちは、人権デューディリジェンスの仕

組みを構築し、人権に対する負の影響およびそのリスクについて把握するとと

もに、その防止および軽減を図ります。”と表明しています。 

 

この人権方針の実践については、当グループ CEO が責任を持ちます。 

 

「帝人グループ人権方針」の詳細については、以下のリンクから帝人のウェブサ

イトをご覧ください。 

https://www.teijin.co.jp/csr/policy/human_rights.html 

 

購買・調達に関する方針 

 

・帝人グループ購買・調達の基本方針 

「帝人グループ購買・調達の基本方針」は“帝人グループは、人権を尊重し、不

当な差別や奴隷労働、強制労働、児童労働、人身取引などの人権侵害を行わない

取引先からの購買・調達を推進します。”と定めています。 

 

・帝人グループ購買・調達担当者の基本姿勢 

帝人グループは、購買・調達担当者がとるべき行動を具体的に示すため「帝人グ

ループ購買・調達担当者の基本姿勢」を制定しています。「帝人グループ購買・

調達担当者の基本姿勢」は、“購買・調達担当者は、不当な取引条件の強要や買

い叩き等を行わず、人権を尊重し強制労働や長時間労働を行わない取引先から

の購買・調達を推進します。”と定めています。 

https://www.teijin.co.jp/csr/policy/human_rights.html
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・帝人グループ CSR 調達ガイドライン 

帝人グループは「帝人グループ購買・調達の基本方針」に則り「帝人グループ CSR

調達ガイドライン」を制定しています。このガイドラインは、強制労働、児童労

働及び若年労働、外国人労働者、労働時間と休日、賃金と福利厚生、差別、ハラ

スメント、結社の自由、地域社会への配慮、相談・通報窓口、責任あるサプライ

チェーンの推進といった人権に関する項目を含みます。当グループは、取引先に

対してガイドラインに準拠した取組を求めています。 

 

「帝人グループ購買・調達の基本方針」「帝人グループ購買・調達担当者の基本

姿勢」及び「帝人グループ CSR 調達ガイドライン」の詳細については、以下の

リンクから帝人のウェブサイトをご覧ください。 

https://www.teijin.co.jp/csr/social/purchase_procurement/procurement.html 

 

 

3. 奴隷労働と人身取引が行われていないことを確実にするための帝人グルー

プの取組 

 

人権デューディリジェンス 

 

帝人グループは、人権デューディリジェンスについて定める「帝人グループ人権

方針」に沿って、2018 年度より、人権デューディリジェンスの仕組み構築と、

当グループまたはサプライチェーンの活動による人権に対する負の影響及びそ

のリスクを把握するための活動を開始しています。 

 

初年度（2018 年度）の取組としては、外部 NGO の支援を受けて、事業ごとに考

えられる人権問題の種類を整理し、問題が顕在化する可能性のある箇所を特定

するための調査を実施しました。この調査の対象とした事業は、アラミド繊維事

業、炭素繊維事業、樹脂事業、フィルム事業（※）、複合成形材料事業、繊維・製

品事業、医薬品事業、在宅医療事業、IT 事業、マテリアル新事業、ヘルスケア新

事業の合計 11 の事業です。具体的な調査方法としては、上記 11 の事業のそれぞ

れの特徴（操業している国／地域及び事業内容等）と各事業の取引先の特徴（操

業場所、製品の種類及び事業内容等）に基づき、“国／地域”と“事業内容”の 2 つ

の観点から、上記 11 の各事業における人権問題のリスクを定量的に分析しまし

た。当グループは、この調査を通じて、繊維・製品事業において、また特にミャ

ンマー、中国、ベトナム及びタイといった国々において人権問題が最も発生しや

https://www.teijin.co.jp/csr/social/purchase_procurement/procurement.html
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すいことを確認しました。繊維・製品事業においては、既に人権を尊重する取組

を進めていますが、引き続き重点事業として改善を推進していきます。 

（※）フィルム事業は、2019 年 9 月末まで展開しておりました。 

 

帝人グループ人権デューディリジェンスの詳細については、以下のリンクから

帝人のウェブサイトをご覧ください。 

https://www.teijin.co.jp/csr/social/human_rights.html 

 

CSR 調達 

 

帝人グループは、取引先と協力して、以下の CSR 調達のための活動を推進して

います。 

 

▪帝人グループ取引先（サプライヤー・物流業者）調査 

帝人グループは、取引先の CSR に関する活動状況を調査し、評価するための独

自のシステムを開発し、立ち上げています。このシステムでは、取引先が「帝人

グループ CSR 調達ガイドライン」を遵守しているかどうかをオンラインアンケ

ートで確認し、その結果をもとに取引先に 5 段階のランクを付けています。ま

た、当グループは、本調査への回答内容をもとに必要に応じて詳細のインタビュ

ー等を行い、リスクがあると判断した取引先に対しては、改善計画の作成を依頼

するとともに、その実施状況を確認し、必要に応じた支援を実施しています。

2020 年度は、2019 年度に実施した本調査において回答が不十分であった国内外

の 22 社に対して、詳細のインタビューを引き続き実施し、そのすべてについて、

実際には奴隷労働と人身取引その他の人権に対するリスクは生じていないこと

を確認しました。また、2020 年度も本調査を実施し、15 歳未満の児童を雇用し

ないこと、若年労働者を深夜業や時間外労働に従事させないことといった人権

課題に関する質問への回答に懸念があった国内外の 22 社に対して直接、詳細の

インタビューを実施し、そのすべてについて、実際には奴隷労働と人身取引その

他の人権に対するリスクは生じていないことを確認しました。 

 

▪繊維・製品事業における取組 

繊維・製品事業についてはさらなる取組を進めています。 

 

繊維・製品事業において、素材の開発から調達、製品化までをグローバル規模で

統合したバリューチェーンを構築している帝人フロンティア株式会社（以下「帝

人フロンティア」といいます。）は、独自の「持続可能な調達基準」を日本語、

https://www.teijin.co.jp/csr/social/human_rights.html
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英語及び中国語で策定し、継続的取引のある国内外の取引先に送付しています。

帝人フロンティアは、2020 年度も、新規取引先に「持続可能な調達基準」を送

付し、さらに、これまでは送付していなかった帝人フロンティアの子会社の取引

先への送付を行いました。また、帝人フロンティアは、上述した帝人グループ取

引先調査の結果を踏まえて取引先へ現地調査への協力を依頼しています。2020

年度は新型コロナウイルス感染症の影響を受け、実際に訪問することができな

かった工場もありましたが、その場合には可能な範囲でリモート会議システム

を利用して実態の調査を実施しました。その結果、リモートでの実施も合わせて、

国内外の 16 の加工場・縫製工場などを対象に実態の調査を実施することができ

ました。 

 

さらに、帝人フロンティアでは、法令遵守と人権の保護を強化する目的の下、現

地の縫製・刺繍工場、加工場、素材メーカーなどを対象に、2014 年から毎年「CSR

サプライチェーンセミナー」を開催しています。2020 年度は新型コロナウイル

ス感染症の影響を受け、リモート会議システムを利用しての開催となりました

が、海外についてはベトナム、インドネシア及び中国の各国を対象としたセミナ

ーをそれぞれ開催し、また日本国内を対象としたセミナーを 2 回開催しました。

帝人グループは、現地で継続的に CSR 調達の意識を高めていくことが重要であ

ると考えています。 

 

▪繊維・製品事業における外国人技能実習生に関する取組 

また、繊維・製品事業では、長年にわたり外国人技能実習制度を活用し、外国人

技能実習生を採用してきましたが、社内調査により、技能実習生が自国で送出機

関に多額の手数料を支払って来日していることが判明しました。そこで、技能実

習生を受け入れる工場がその手数料を支払うことで、技能実習生の手数料負担

をなくす「ゼロフィー・プロジェクト」を 2019 年度より開始しました。帝人フ

ロンティアの子会社で、技能実習生を受け入れている会社は、「外国人労働者に

関する行動規範」を策定して監理団体に周知するとともに、2020 年度からは送

出しに必要な手数料を、技能実習生を受け入れる帝人フロンティアの子会社で

負担しています。このゼロフィーを確保するため、送出機関における手数料の情

報を開示してくれる監理団体から技能実習生を受け入れることにしています。

また、技能実習生が手数料を支払っていないことは技能実習生に直接確認して

います。 

 

帝人グループの CSR 調達活動の詳細については、以下のリンクから帝人のウェ

ブサイトをご覧ください。 
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https://www.teijin.co.jp/csr/social/purchase_procurement/procurement.html 

 

通報窓口 

 

帝人グループでは、1999 年にすべてのグループ会社社員を対象とした相談・通

報窓口を開設しました。2020 年度現在、この窓口は、当グループ主要拠点の 18

言語に対応しています。 

 

また、帝人のウェブサイトには、取引先など、帝人グループ会社社員以外の方か

らの通報を受けるための窓口が設けられています。 

 

帝人グループ通報窓口の詳細については、以下のリンクから帝人のウェブサイ

トをご覧ください。 

  https://www.teijin.co.jp/csr/materiality5/compliance.html 

 

有効性の評価 

 

2020 年度は前年度に引き続き、帝人グループにおける人権デューディリジェン

スの方法と結果を検証して有効性を確認し、今後の取組方針を検討する一環と

して、「ビジネスと人権」の分野で活動する第一人者である専門家との対話を行

いました。当グループが実施している取引先調査の仕組みについて 2019 年度と

同様のよい評価をいただいた他、人権に関する課題が明らかになった場合には

「ゼロフィー・プロジェクト」のように自他社を含めて改善をする姿勢が素晴ら

しいとの評価をいただきました。一方で、今後、帝人グループが SDGs（Sustainable 

Development Goals：持続可能な開発目標）の達成に向けてどのような課題にチャ

レンジし、その成果を出していくのか、経営戦略のストーリーを知りたい旨の指

摘をいただきました。 

 

帝人グループは、奴隷労働や人身取引が当グループの事業やサプライチェーン

で行われていないことを確実にするために当グループが行っている取組の有効

性を評価するため、（i）人権デューディリジェンス調査を定期的に行うこと、（ii）

取引先調査の結果をレビューすること、(iii) 社員、取引先またはその他の方から

通報手続を通して受領した、奴隷労働や人身取引についての懸念を伝える報告

の件数及び内容をモニターすること、を継続してまいります。 

 

トレーニング 

https://www.teijin.co.jp/csr/social/purchase_procurement/procurement.html
https://www.teijin.co.jp/csr/materiality5/compliance.html
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帝人グループは、毎年 10 月の「企業倫理月間」に帝人グループのすべての役員・

社員（契約社員や派遣社員を含む）を対象とした企業倫理全員研修を実施してい

ます。当グループの企業倫理研修ではケーススタディとグループディスカッシ

ョンも行われます。この研修を通じて、人権に対する当グループの方針への理解

を深めています。2020 年度は、新型コロナウイルス感染症の状況を考慮しリモ

ート会議システムを活用して実施しました。 

 

帝人グループにおけるトレーニングの詳細については、以下のリンクから帝人

のウェブサイトをご覧ください。 

  https://www.teijin.co.jp/csr/materiality5/compliance.html 

 

 

このステートメントは、帝人株式会社及び帝人グループ各社を代表してなされ、

2021 年 8 月 3 日に帝人株式会社の取締役会により承認されました。 

 

 

2021 年 8 月 3 日 

 

 

帝人株式会社 

代表取締役社長執行役員 CEO 

鈴木純 

https://www.teijin.co.jp/csr/materiality5/compliance.html

